
１号 ２号 ３号 ４号 ５号 ６号 ７号 ８号 ９号 10号 11号 12号 13号 14号 15号 16号 17号

○

○

○

○

○

○

①人口減少及び労働力不足（リソースの逼迫） ○

②デジタル産業をはじめとする産業全体の競争力の低下 ○ ○ ○ ○ ○

③持続可能性への脅威 ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○

○

①デジタル共通基盤構築 ○ ○ ○ ○ ○ ○

②包摂的なデジタル社会に向けた環境整備 ○ ○

③デジタル人材育成 ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○

①公共分野における取組 ○ ○

②準公共分野等における取組 ○ ○ ○

③SaaSの徹底活用 ○ ○

○

○ ○ ○ ○

①信頼性を確保しつつデータを共有できる標準化された仕組み（データ
スペース）の構築とDFFTの推進

○ ○ ○

②トラスト及びデジタル上における属性情報の集合（デジタル・アイデ
ンティティ）

○

③防災DX ○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○

（４）国・地方デジタル共通基盤の整備・運用

参考資料

本計画とデジタル社会形成基本法第39条第２項各号に定める記載事項との対応関係

本計画と、デジタル社会形成基本法第39条第２項各号に定める記載事項である、
①デジタル社会の形成のために政府が迅速かつ重点的に実施すべき施策に関する基本的な方針（第１号）　　　　　②世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成の促進に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第２号）
③多様な主体による情報の円滑な流通の確保に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第３号）　　　　　　　④高度情報通信ネットワークの利用及び情報通信技術を用いた情報の活用の機会の確保に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第４号）
⑤教育及び学習の振興に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第５号）　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥人材の育成に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第６号）
⑦経済活動の促進に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第７号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑧事業者の経営の効率化、事業の高度化及び生産性の向上に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第８号）
⑨生活の利便性の向上等に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第９号）　　　　　　　　　　　　　　　　⑩国及び地方公共団体の情報システムの共同化等に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第10号）
⑪国民による国及び地方公共団体が保有する情報の活用に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第11号）　　⑫公的基礎情報データベースの整備等に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第12号）
⑬特定公共分野（サービスの多様化及び質の向上を図るために特に重点的に取り組むべき公共分野をいう。）におけるサービスの多様化及び質の向上に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第13号）
⑭サイバーセキュリティの確保等に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第14号）　　　　　　　　　　　　⑮データの品質の確保に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第15号）
⑯情報通信技術の効果的な活用のための規制の見直しに関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策（第16号）　　　⑰前各号に定めるもののほか、デジタル社会の形成に関する施策を政府が迅速かつ重点的に推進するために必要な事項（第17号）
との関係を、以下示す。

２．デジタル
社会の実現に
向けての理
念・原則

３．重点課題

１．デジタルにより目指す社会の姿

（５）国際連携強化

項目名

（１）デジタル共通基盤構築の強化・加速
第１　目
指す姿、
理念・原
則、重点
的な取組

（１）デジタル化を通じて集中対応すべき課題

（２）「デジタル化」に対する不安やためらい

（１）デジタル社会形成のための基本原則

（２）業務改革（BPR）の必要性

（３）構造改革のためのデジタル原則

（４）クラウド第一原則（クラウド・バイ・デフォルト原則）

（５）個人情報等の適正な取扱いの確保及び効果的な活用の促進

４．重点課
題への対応
の方向性

（１）デジタル産業基盤の強化

（２）データ連携による持続可能性の強化

（３）デジタルを活用した課題解決により、結果として「デジタル化」が
「当たり前」となる取組の強化

（７）セキュリティ

（８）最先端技術における取組

５．重点課
題に対応す
るための重
点的な取組 （５）デジタル化に係る産業全体のモダン化

（６）データを活用した課題解決と競争力強化

（２）制度・業務・システムの三位一体での取組

（３）デジタル行財政改革

（４）デジタル・ガバメントの強化（システムの最適化）



１号 ２号 ３号 ４号 ５号 ６号 ７号 ８号 ９号 10号 11号 12号 13号 14号 15号 16号 17号項目名

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第２　推進体制の強化

第３　重
点政策一
覧
第４　工
程表

１．デジタル化による成長戦略

２．医療・教育・防災・こども等の準公共分野のデジタル化

３．デジタル化による地域の活性化

４．誰一人取り残されないデジタル社会

５．デジタル人材の育成・確保

６．DFFTの推進を始めとする国際戦略



１号 ２号 ３号 ４号 ５号

○

○

○

○

○

①人口減少及び労働力不足（リソースの逼迫） ○ ○ ○

②デジタル産業をはじめとする産業全体の競争力の低下 ○ ○ ○

③持続可能性への脅威 ○ ○ ○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○

（３）デジタルを活用した課題解決により、結果として「デジタル
化」が「当たり前」となる取組の強化

項目名

１．デジタルにより目指す社会の姿

２．デジタル
社会の実現に
向けての理
念・原則

（１）デジタル社会形成のための基本原則

（２）業務改革（BPR）の必要性

（３）構造改革のためのデジタル原則

（４）クラウド第一原則（クラウド・バイ・デフォルト原則）

（５）個人情報等の適正な取扱いの確保及び効果的な活用の促進

３．重点課題

（１）デジタル化を通じて集中対応すべき課題

（２）「デジタル化」に対する不安やためらい

４．重点課題
への対応の方
向性

（１）デジタル産業基盤の強化

参考資料

第１　目
指す姿、
理念・原
則、重点
的な取組

（２）データ連携による持続可能性の強化

本計画と官民データ活用推進基本法第８条第２項各号に定める記載事項との対応関係

本計画と、官民データ活用推進基本法第８条第２項各号に定める記載事項である、
①官民データ活用の推進に関する施策についての基本的な方針（第１号）
②国の行政機関における官民データ活用に関する事項（第２号）
③地方公共団体及び事業者における官民データ活用の促進に関する事項（第３号）
④官民データ活用に関し政府が重点的に講ずべき施策（第４号）
⑤前各号に掲げるもののほか、官民データ活用の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するために必要な事項（第５号）
との関係を、以下示す。

（４）国・地方デジタル共通基盤の整備・運用

（５）国際連携強化



①デジタル共通基盤構築 ○ ○ ○

②包摂的なデジタル社会に向けた環境整備 ○ ○ ○

③デジタル人材育成 ○ ○

○ ○

○ ○

①公共分野における取組 ○ ○

②準公共分野等における取組 ○ ○

③SaaSの徹底活用 ○ ○

○ ○

①信頼性を確保しつつデータを共有できる標準化された仕組み
（データスペース）の構築とDFFTの推進

○ ○

②トラスト及びデジタル上における属性情報の集合（デジタル・
アイデンティティ）

○

③防災DX ○ ○

○ ○

○ ○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

（７）セキュリティ

（８）最先端技術における取組

第２　推進体制の強化

第３　重
点政策一
覧
第４　工
程表

１．デジタル化による成長戦略

２．医療・教育・防災・こども等の準公共分野のデジタル化

５．デジタル人材の育成・確保

６．DFFTの推進を始めとする国際戦略

（５）デジタル化に係る産業全体のモダン化

（６）データを活用した課題解決と競争力強化

第１　目
指す姿、
理念・原
則、重点
的な取組

３．デジタル化による地域の活性化

４．誰一人取り残されないデジタル社会

５．重点課題
に対応するた
めの重点的な
取組

（１）デジタル共通基盤構築の強化・加速

（２）制度・業務・システムの三位一体での取組

（３）デジタル行財政改革

（４）デジタル・ガバメントの強化（システムの最適化）



１号 ２号 ３号 ４号 ５号イ ５号ロ ６号 ７号

○

○

○

○

○

○

○

①人口減少及び労働力不足（リソースの逼迫） ○

②デジタル産業をはじめとする産業全体の競争力の低下

③持続可能性への脅威

○

○ ○

本計画と情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律第４条第２項各号に定める記載事項との対応関係

本計画と、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律第４条第２項各号に定める記載事項である、
①計画期間（第１号）
②情報システムの整備に関する基本的な方針（第２号）
③申請等及び申請等に基づく処分通知等を電子情報処理組織を使用する方法により行うために必要な情報システムの整備に関する事項（第３号）
④申請等に係る書面等の添付を省略するために必要な情報システムの整備に関する次に掲げる事項（第４号）
⑤情報システムを利用して迅速に情報の授受を行うために講ずべき次に掲げる措置に関する事項　－　データの標準化（第５号イ）
⑥情報システムを利用して迅速に情報の授受を行うために講ずべき次に掲げる措置に関する事項　－　外部連携機能の整備及び当該外部連携機能に係る仕様に関する情報の提供（第５号ロ）
⑦行政機関等による情報システムの共用の推進に関する事項（第６号）
⑧その他情報システムの整備に関する事項（第７号）
との関係を、以下示す。

項目名

１．デジタルにより目指す社会の姿

２．デジタ
ル社会の実
現に向けて
の理念・原
則

（１）デジタル社会形成のための基本原則

（２）業務改革（BPR）の必要性

（３）構造改革のためのデジタル原則

（４）クラウド第一原則（クラウド・バイ・デフォルト原則）

（５）個人情報等の適正な取扱いの確保及び効果的な活用の促進

３．重点課
題

（１）デジタル化を通じて集中対応すべき課題

（２）「デジタル化」に対する不安やためらい

４．重点課
題への対応
の方向性

（１）デジタル産業基盤の強化

（２）データ連携による持続可能性の強化

（３）デジタルを活用した課題解決により、結果として「デジタル化」が
「当たり前」となる取組の強化

（４）国・地方デジタル共通基盤の整備・運用

（５）国際連携強化

参考資料

第１　目
指す姿、
理念・原
則、重点
的な取組



○

①デジタル共通基盤構築 ○

②包摂的なデジタル社会に向けた環境整備

③デジタル人材育成

○ ○

○ ○

①公共分野における取組 ○ ○

②準公共分野等における取組

③SaaSの徹底活用

①信頼性を確保しつつデータを共有できる標準化された仕組み（デー
タスペース）の構築とDFFTの推進

②トラスト及びデジタル上における属性情報の集合（デジタル・アイ
デンティティ）

③防災DX

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○

○

○ ○

４．誰一人取り残されないデジタル社会

５．デジタル人材の育成・確保

６．DFFTの推進を始めとする国際戦略

５．重点課
題に対応す
るための重
点的な取組

（１）デジタル共通基盤構築の強化・加速

（２）制度・業務・システムの三位一体での取組

（３）デジタル行財政改革

（４）デジタル・ガバメントの強化（システムの最適化）

（５）デジタル化に係る産業全体のモダン化

（６）データを活用した課題解決と競争力強化

Ⅰ行政手続のデジタル化第５　オ
ンライン
化を実施
する行政
手続の一
覧等

Ⅱオンライン化等を実施する行政手続等

Ⅲ添付書類の省略を実施する行政手続等

Ⅳ更なる利便性の向上を図る行政手続等

Ⅴ地方公共団体が優先的にオンライン化を推進すべき手続

第１　目
指す姿、
理念・原
則、重点
的な取組

（７）セキュリティ

（８）最先端技術における取組

第２　推進体制の強化

第３　重
点政策一
覧
第４　工
程表

１．デジタル化による成長戦略

２．医療・教育・防災・こども等の準公共分野のデジタル化

３．デジタル化による地域の活性化


